
一 般 質 問 通 告 書 
平成２６年第１回定例会  No.１   

順 位 質 問 者 質 問 事 項 要 旨 
答 弁 を 

求 め る 者 

１  町  俊 策 １  定年退職者の再任用制度につ

いて  

(1) 再任用制度は定年退職者が年金を受給できるまでの

間の救済措置であるが、配置の仕方によっては現役職

員の意欲をそぐことにもなりかねない。再任用者の職

務規定等はどのようになっているか。  

町 長 

２  役場庁舎の移転等に係る町民

への説明と意思確認について  

(1) 役場庁舎が現在の場所から移転するかどうかについ

ては、町民にとって重要な関心事であることから、懇

切丁寧な説明と手順が必要である。庁舎移転に係る外

部検討会を設置する場合には、移転することについて

の賛否を、最初に全町民に問うことから始めるべきで

あると考えるが、町長はどう進める方針であるか。  

町 長 

３  ふるさと納税や義援金等の寄

附者への返礼について  

(1) ふるさと納税や義援金等の寄附者に対しては、地域

女性団体が商品化・販売している「ふるさと宅急便」

を返礼として贈ることにより、絆が一層深まると痛感

されるが、町長はこれを実施する考えはないか。  

町 長 

２  林  敏 治 １  環境保全の推進対策について  

 

(1) 本町は、今後太陽光等の新エネルギーを積極的に導

入促進して、地球環境の保全、エネルギーの自給及び

観光地としてのクリーンなイメージアップを図る必要

があると痛感されるが、町長はどう推進していく考え

であるか。  

(2) 南国特有の豊かな太陽エネルギー等を活用した地域

活性化を行い、自然環境と共生するまちづくりを推進

する考えはないか。  

(3) 与論島は世界自然遺産の対象地からは除外されてい

て、国立公園の指定区域に入っているようだが、今後

の基本的な対策をどう考えているか。  

町 長 

 

 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 



一 般 質 問 通 告 書 
平成２６年第１回定例会  No.２   

順 位 質 問 者 質 問 事 項 要 旨 
答 弁 を 

求 め る 者 

２  林  敏 治 ２  地域防衛対策について  (1) 政府は米軍普天間飛行場の移設を名護市辺野古に計

画しているが、近隣にある与論島にも影響が及ぶおそ  

れがあると痛感される。この機会に自衛隊の基地及び

レーダー設備を誘致・整備して、緊急時の災害対応や

地域防衛対策を推進する考えはないか。  

町     長  

３  野 口 靖 夫  

 

 

 

 

１  商工観光業の振興対策につい

て  

 施政方針の内容について具体的な事業計画、取組の予  

定、展望等を質問する。町民は施政方針の中で述べられ  

ている事柄については、確実に実践・実現されるものと  

期待していることから、町長としての情熱と行動指針を  

明確に示してもらいたい。  

(1) にぎわい補助金事業のこれまでの取組の成果をどの

ように認識し、商店街が抱えている諸課題や周辺の環

境を今後どう解決・改善していく方針であるか。  

(2) 観光産業を振興するための行政と民間との緊密な連

携、役割分担、町長のリーダーシップをどのように認

識し、具体的な方針や対策をどう講じていく考えであ

るか。  

 

 

 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

２  生活基盤の整備対策について  (1) 県道東区交差点（十字路）付近の改良整備について

は、これまで県とどのように交渉し、今後どう具体的

に取り組む方針であるか。   

町 長 

 

 

４  麓  才 良 １  安心・安全な災害に強いまち

づくりについて  

(1) 安心・安全な災害に強いまちづくりを島づくりの中

心に据えると、全ての分野が関連してくる。島ぐるみ

で安心・安全な災害に強いまちづくりを進めることは、

町民が一丸となれるばかりでなく、定住人口の増にも

つながり、観光への波及効果も大きい。これに弾みを

つけるためには、専従職員を配置して、仕掛けをする  

町 長 
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４  麓  才 良  ことが有効な選択であると痛感されるが、町長はどう

推進していく考えであるか。  

 

５  喜 山 康 三 １  行財政改革について  (1) 職員アイディア提案制度は新規事業の開拓など、行

財政改革の推進に生かされているか。この制度の積極

的な活用を図り、直面する懸案や課題の解決に役立て

る考えはないか。  

(2) 現在ある様々な組織・団体への負担金や補助金等の

在り方について検証し、必要な改革を断行するべきで

あると痛感されるが、これを見直す考えはないか。  

(3) 平成２６年度から再任用制度が実施されるが、行財

政改革に影響はないか。  

町 長 

 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

２  子育て支援について  (1) 児童生徒への就学援助及び奨学金の運用状況はどう

なっているか。また、将来に向けての方策をどう考え

ているか。  

(2) 行政による支援に加えて、子供の病気や入院・通院

などに対する経営者や職場の理解と協力など、社会こ

ぞっての子育て支援環境の構築についてはどう取り組

んでいるか。  

教 育 委 員 長 

 

 

町 長 

３  一般ごみ等の有料化に係る経

費削減について  

(1) 一般ごみの有料化を進めるに当たり、町民の負担を

軽減するためどのような努力を払ってきたか。   

(2) ごみの分別等住民が協力できる経費削減のための施

策を確立して、その実効性を高める必要があると痛感

されるが、一般ごみだけでなく総合的な視点でごみ問

題を捉え、経費削減のための改革を行う考えはないか。 

町 長 

 

町 長 

 

６  福 地 元一郎 １  安心・安全なまちづくりにつ

いて  

(1) 役場庁舎の耐震診断報告書によると、庁舎のコンク

リートコア強度が２階は６ .９ N/㎟と極めて低く、直ち  

町 長 
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６  福 地 元一郎   に立入禁止措置は必要ないものの、震度６程度の地震

では倒壊の危険性があるなど、早急な改築が適切であ

るとの診断が下されたが、町長は新庁舎の建築をどの

ように進めていく考えであるか。  

(2) 台風時に長時間停電すると、ひかり電話が使用でき

ず緊急連絡手段が絶たれてしまうとの町民の訴えがあ

る。また、加入電話を有さず、かつ、携帯電話も所持

していないひかり電話加入世帯のリスト化と停電時の

当該世帯に対する救援体制を構築するようにとの陳情

がある。そこで、①加入電話を有さず、かつ、携帯電

話も所持していないひかり電話加入世帯のリスト化は

行われているか。②当該世帯に対する救援体制は構築

されているか。  

(3) 台風や地震等で防災行政無線システムがダウンした

場合に備えて、別の緊急時の通報システムを構築する

必要があると痛感されるが、対策をどう考えているか。 

 

 

 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 

２  観光振興対策について  (1) 施政方針の中で、観光産業を振興するための誘客対

策として、高速インターネットを活用するとともに、

ホームページ等の内容を一層充実してＰＲ活動の推進

を図るとあるが、具体的にはどのような対策を講じて

いく考えであるか。  

(2) 平成２３年９月議会で、ホームページをリニューア

ルして観光情報がトップにくるようにしたらどうかと

提案したところ、町長からは「即そうしたいと思いま

す。」との答弁があったが、２年半が経過しても更新

されていないのは、どのような理由からか。  

町 長 

 

 

 

 

町 長 
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７  高 田 豊 繁 １  廃船処理対策について  (1) 廃船の処理対策については、地域全体の問題である

ことから、町内の関係者による対策協議会を設置して、

速やかに対策を講じる考えはないか。  

(2) 行政代執行条例を制定するなど、合理的な措置も検

討すべきであると痛感されるが、これに取り組む考え

はないか。  

町 長 

 

 

町 長 

２  重要公共施設の整備計画につ

いて  

(1) 新清掃センターの整備計画については、どう考えて

いるか。  

(2) 役場庁舎の建て替え計画については、どのような進

捗状況にあるか。  

(3) 古里浄水場の機器設備については、改修等の必要は

ないか。  

町 長 

 

町 長 

 

町 長 

３  障害児の療育環境の向上対策

について  

(1) 障害児の早期療育や有効な支援体制等の環境を構築

するため、地域や関係機関を網羅した「自立支援協議

会」を早期に設立する考えはないか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 


